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研究成果の概要（和文）：本研究ではMilner(1980)が開発した身体的虐待のリスクをスクリーニングする160項
目の虐待ポテンシャル尺度とこれを基にOndersmanら（2005）が改良した34項目の簡易版の2つの尺度に注目し
た。日本国内の虐待予防の視点に立った「日本語版簡易子ども虐待ポテンシャル尺度（Brief Child Abuse 
Potential Inventory: BCAP）」の実用化に向けその評価と検証を目的とする。子どもを養育する前に虐待のス
クリーニングを行うことは、予防的な介入を可能とする。そのため妊娠中、出産後の女性とそのパートナーの虐
待リスクの経時的変化も検討した。

研究成果の概要（英文）：This study focused on two scales: the 160-item Abuse Potential Inventory 
developed by Milner (1980) to screen for the risk of physical abuse, and a 34-item simplified 
version developed by Ondersman et al. (2005) based on the original. The aim of this study is to 
evaluate and validate the Japanese version of the Brief Child Abuse Potential Inventory (BCAP) for 
practical use in Japan from the perspective of abuse prevention. Screening for abuse before raising 
a child allows for preventive intervention. Therefore, we also examined changes over time in the 
risk of abuse for women and their partners during pregnancy and after childbirth.

研究分野：生涯発達看護学関連
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研究成果の学術的意義や社会的意義
子どもの虐待死は生後4か月以内に多く、加害者の半数以上は実母である。つまり妊娠中、ひいては妊娠前から
の虐待予防が重要である。現在「産後うつ」のスクリーニング尺度は広く使用されているが、虐待に特化した簡
便なスクリーニング尺度はほとんど活用されていない。虐待のリスクを簡便にスクリーニングができる「日本語
版簡易子ども虐待ポテンシャル尺度」は、妊娠中から出産後の虐待リスクをスクリーニングでき子どもが生まれ
る前の予防的視点で介入が可能となる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
現在「産後うつ」のスクリーニング尺度は広く使用されているが、虐待に特化したスクリーニ
ング尺度はほとんど活用されていない。本研究では Milner1)が開発した身体的虐待のリスクを
スクリーニングする 160 項目の虐待ポテンシャル尺度とこれを基に Ondersman ら 2)が改良し
た 34 項目の簡易版の 2 つの尺度に注目した。子ども虐待ポテンシャル調査票（Child Abuse 
Potential Inventory;以下 CAP）は信頼性、妥当性が検討され子ども虐待の 96％を判別すると言
われている 1)。虐待尺度と妥当性尺度（虚偽尺度、ランダム回答尺度、矛盾尺度）から構成され
ており、「はい」「いいえ」によって回答する 160 項目の身体的子ども虐待のスクリーニング尺
度である。 
産後うつ状態スクリーニングの一つであるエジンバラ産後うつ病自己評価票を用いた先行研
究では、産後 1 か月と産後 4 か月では産後 1 か月の方が得点は有意に高いことが分かっている
3)。河村ら 4)によれば 1か月と 4か月の間では産後うつとスクリーニングされる比率が 19.8%か
ら 9.9%に半減する一方、虐待項目に回答する割合は 1か月と 4か月で変化しないことを指摘し
た。つまり虐待リスクは経時的変化を伴わない可能性がある。また、産後うつのスクリーニング
だけでは、子ども虐待のリスク指標になり得ないことも示唆されている 5)。そのため、よりよい
産後ケアに向けて産後うつリスクと虐待リスクの経時的変化を明らかにする必要がある。 
 
２．研究の目的 
日本国内の虐待予防の視点に立ち、妊娠前の男女を対象とし、妊娠前からのスクリーニングと
して、最適なスクリーニング時期を検討する。また、「日本語版簡易子ども虐待ポテンシャル尺
度（Brief Child Abuse Potential Inventory: BCAP）」の実用化に向けその評価と検証を目的と
する。 
 
３．研究の方法 

 
１） WEB調査 
第 1段階として、0～17歳の子どもを持つ 20～59歳の男女 632名に全国WEB調査による日
本語版虐待ポテンシャル尺度を実施し、簡易版との比較検討を行った。 
対象は 0～17 歳までの子を持つ 20 歳以上、60 歳未満の男女。居住地域の偏りを排除するよ
う居住地域は均等に抽出した。データ収集期間は 2019年 2月。WEB調査機関経由で送信をも
って同意とした。 
質問項目は基本的属性と CAP160項目とした。分析方法は JCAP評点プログラム、JMPver.13
を用いて記述統計、属性によるロジスティック重回帰分析を行った。CAP の cut- off 値は 218
点とした。 

 
２）縦断調査 
 WEB 調査の結果を参考に、妊娠中、産後 1か月、産後 4か月の 3回、縦断的に調査を行い、CAP
および EPDS を行い経時的な変化を明らかにした。対象は北海道 X市、妊娠届を申請した妊婦と
そのパートナー899 名（妊婦 453 名、パートナー446 名）。妊娠中から産後 4か月まで 3回ともす
べて返却があった者 277 名（回収率 30.1％）。 
配付期間は 2019 年 5 月～2020 年 2 月(妊娠期)。産後 4か月までの回収期間は 2020 年 12 月で
あった。277 名のうち、返却時期が遅いなど適切ではない者等を除外した。さらに「妥当性尺度」
を用いていわゆる「でたらめに記載した例」と判定された 24 名を除外した 221 名（男性 97 名、
女性 124 名）を分析対象とした。 
妊娠期（妊娠届時）は対面で説明と同意を得たのち調査票を配布し郵送で返却とした。出産後
1 か月および出産後 4 か月は郵送で調査を行った。カップルの男女とも同時期に CAP を実施し、
女性には同じタイミングで EPDS も実施した。 
分析は JMPver13 を使用し、分析は JMPver13 を使用し、混合モデルにおける固定効果の F 検
定、Tukey の HSD 検定を行った。 
 
４．研究成果 
１）全国 WEB 調査 
回答者は 632 名（男女各 316 名）。うち、虐待尺度得点の妥当性が低いと想定される回答者 81
名は分析から除外し 551 名（男 269 名、女 282 名）を分析対象とした。平均年齢 40.16 歳（±
7.74）、同居の子の数の平均 1.82 名（±0.82）。平均点 150.16 点（±91.9）、218 点以上 117 名
（21.2％）。「既婚」の有無が虐待ポテンシャルに有意に関連した (オッズ比 2.97,CI：1.27-6.97)
（表 1）。 
日本語版において、160 項目の CAP と 34 項目の BCAP の両者に強い相関が認められた（r=.90）。
平均得点は 150.16（±92.0）点、また高得点者の割合は 21.2％であった。 



2005 年の先行研究ではハイリスクと言われる 218 点以上は 5.2%との報告である一方、本調査
では 21.2%と高率であった。これは先行研究から 10 年以上経過し社会全体として虐待ポテンシ
ャルが高まったのか、WEB 調査という特性も一因として考えられた。 
 

 
２） 縦断調査 
妊娠届を申請した妊婦とそのパートナー899 名（妊婦 453 名、パートナー446 名）を対象と
し、そのうち妊娠中から産後4か月まで3回ともすべて返却があった者は277名（回収率30.1％）
であった。 
初回調査（妊娠届時）の平均年齢は男性 31.7（±4.9）歳、女性 30.3（±4.6）歳。第１子の
妊娠が 114 名（51.6%）第 2 子以降の妊娠は 107 名（48.4％）。218 点以上のハイリスクと判断
された人数は妊娠中 221 名中 12 名（5.4%）、産後 1 か月 165 名中 7 名（4.2%）、産後 4 か月
148 名中 12 名(8.1%)であった（図１）。うち、3 名は妊娠中、産後 1 カ月、産後 4 か月連続し
て 218 点以上であった。 
男女合わせた全体の CAP 得点は妊娠中 87.3 (95%CI: 78.7 - 95.9)、産後 1か月 85.4 (95%CI: 
76.3 - 94.7)、産後 4か月 84.7 (95%CI: 75.3 - 94.1)（p=0.76）（表 2）。 
女性のみでは、妊娠中 85.7 (95%CI: 74.0 - 97.5)、産後 1か月 87.2 (95%CI: 74.6 - 99.8)、
産後 4か月 83.6 (95%CI: 70.7 - 96.5) (p=0.77)。 
男性は妊娠中 89.3 (95％CI：76.6-102.0)、産後 1か月 83.3（95％CI：69.7-96.9）、産後 4
か月 86.1（95％CI：72.2-100.0）(p=0.52)と男女とも経時的な変化はなかった。 
女性 124 名の EPDS 得点は、妊娠中 4.6 (95%CI: 4.0 - 5.3)、産後 1か月 4.1 (95%CI: 3.5 
- 4.7)、産後 4か月 2.6 (95%CI: 2.0 - 3.3)（p＜0.001）であった。妊娠中と産後４か月、
産後１か月と産後 4か月の間に差があり、妊娠中と産後１か月では差はなかった。 
河村ら 6)によれば 1 か月と 4 か月の間では産後うつとスクリーニングされる比率が 19.8%か
ら 9.9%に半減した一方、虐待項目に回答する割合は 1 か月と 4 か月で変化しないことが指摘
されている。今回の結果も同様に、妊娠中、産後１か月、産後４か月のどの時期においても CAP
得点の変化は認められなかった。 
しかし、女性の EPDS 得点は産後４か月と妊娠中、産後４か月と産後１か月では、産後４か
月の得点が低く、経時的に変化するものと考えられた。 
これらのことから、妊娠中から虐待リスクのスクリーニングとして CAP を活用することは、
子どもが生まれる前の早い段階からがスクリーニングできるツールとして有用と考えられる。 
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